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「日本と中国」2012.4.15、4,25	

	

様変わりする世界の中の「日本と中国」	

	

１．転回する世界―２５０年ぶりの中国「復活」	

① 「中国は２１世紀の覇者となるか？」	
② 最近の歴史学の新潮流	
③ 「ジャパン・アズ・ナンバーワン」から「衰退国日本」へ	

２．転回するアジア―１５０年ぶりの「日中逆転」	

３．新しい日中関係、新しい世界秩序を求めて	

① 中国台頭への３つの反応	
② 新しい日中関係を求めて	

	

１．転回する世界―２５０年ぶりの中国「復活」	

	

①「中国は２１世紀の覇者となるか？」	

先日、本屋に立ち寄ったら『中国は２１世紀の覇者となるか？』（早川書房）と言う大きなテー

マの小さな本（新書版）が置いてあった。表紙には「世界最高の 4 人の頭脳による大激論―全日本

人必読」というコピーが躍っている。	

	

表紙裏のコピーには「欧米の凋落により、日増しに存在感を高める東の巨竜・中国。このままア

メリカを抜き去り、世界に君臨するのか。それとも、国内外に抱える膨大な矛盾から体制崩壊へと

至るのか？この喫緊の課題を論じあうべく、２０１１年６月、カナダのトロントに中国事情に精通

した 4 人の国際的論客が集結。「中国は 21 世紀の覇者となるか？」というテーマをめぐり、元アメ

リカ国務長官キッシンジャーとインド出身のジャーナリスト、ザカリアが反対。ハーバード大学歴

史学教授ファーガソンと清華大学経済学教授リーが賛成の立場から超大国の行方を徹底的に語り

尽くす」と書いてあったので、つい引き込まれてしまった。	

	

早速読み始めたがとても面白かった。欧米人のディベートのやり方も興味深かったが、内容も刺

激的だった。また、羨ましく思ったのは、このハイレベルの討論を聞くために集まった２７００名

の聴衆で会場が満席だったこと、世界中で数百万人がＴＶやインターネットなどで視聴していたこ

とだ。	

	

この討論で、私が注目したのは賛成者のファーガソンと、反対に回ったキッシンジャーの発言だ

った。ファーガソンは「21 世紀は間違いなく中国の世紀になるだろう」と断言し、なぜなら人類が

経てきた過去 20 世紀のうち、18 世紀まではいずれも中国が「かなりの差で世界最大の経済大国だ

った」からだと主張していた。	
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さらに、「19 世紀と 2０世紀は例外だったのだ。中国は一つの国家というより、一つの大陸なの

だ。人類の 5 分の 1 がここに住み、欧州並みに国が分かれていれば、９０カ国で構成される一つの

世界になる。ＩＭＦ（国際通貨基金）は、今後 5 年で中国が世界一の経済大国になると予測してい

るが、これは正しい予測だろう」という。	

	

したがって、中国の台頭は別に新奇なことではないと指摘し、最後に１９７２年に米中国交回復

を実現したニクソン元大統領の言葉を紹介している。ニクソンは「中国大陸を、誰かがまともな政

府機構をもって統治したら、・・要するに、８億人の中国人がまともな体制の下で働くようになれ

ば、彼らはすぐに世界のリーダーになるだろう」と言っていた。	

	

これに対して、反対討論に立ったキッシンジャー(彼は大統領特別補佐官時代、ニクソン大統領

の訪中を準備し、実現した)は、「中国が成し遂げた途方もない偉業に敬意を表する。この 40 年間

の中国人の功績はだれも否定することができない」と高く評価しつつも、「しかし、21 世紀の中国

は膨大な内政問題、差し迫った環境問題に足をとられるだろう。そのため中国が 21 世紀の覇権を

握ることは想像しにくい」と述べている。	

	

さらに、キッシンジャーは「私はいかなる一国でさえ、世界を支配すると考えることそれ自体が、

今私たちが生きるこの世界を誤解していると思われる」と述べたうえで、「２１世紀は中国の世紀

かどうかが問題なのではない。２１世紀であろうとなかろうと、中国がもちろん強くなっていくに

つれて、われわれ西側が中国とうまく付き合っていけるかどうかが問題なのだ。さらには中国がわ

れわれとともに、新しい「世界秩序」を作り上げていくことができるかどうかです。この新しい「世

界秩序」とは、おそらく史上初めてのことでしょうが、新興国が国際的制度に組み込まれ、平和と

進歩を促していく（力になる）というものです」と言って、今後の世界秩序を考えるうえで重要な

視点を提起している。つまり、これからの世界では一極支配ができる国などはなく、新興国を含む

多極的な世界秩序になっていくだろうと言う構想を示したと見ることができる。	

	

②	最近の歴史学の新潮流	

	

ファーガソンが言っていたように、中国は人類が経過してきた 20 世紀のうち、18 世紀までは世

界一の経済大国だったわけで、中国が世界一になることは別に新しいことでも、珍しいことでもな

い。最近は経済統計学という学問が進歩して、かなり古い時代の経済活動を精密に推計できるよう

になってきている。これらの研究によると、アヘン戦争が始まる２０年前の１８２０年の中国のＧ

ＤＰは、世界ＧＤＰの 33％だったことが明らかにされている。さらに、さかのぼって１４００年（明

朝の初期）の時点で見ると、なんと中国とインドで世界ＧＤＰの 75％を占めていたことが明らかに
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されている。	

	

こういう事実が明らかになるにつれて、世界史の見方も大きく変わり始めているようだ。最近、

『中国化する日本』（与那覇潤著、文芸春秋社）という、若い歴史学者の書いた本が出版され、話

題になっているが、この中で著者は「現在の世界における中国の大国化を、何か新奇な現象と見る

のは大きな間違いで、逆に有史以来 18 世紀まで世界一の大国だった中国の２５０年ぶりの復活―

いわば当然の復活としてとらえるべきで、世界がこれにどう対応すべきかを考えるのがわれわれの

課題だ」、「むしろ、なぜヨーロッパのような「後進地域」だったところが、「先進国中国」を逆転

して産業革命に成功したのかを解明することこそ、世界史研究の今日的課題」なのだ、と書いてい

る。	

	

また、これまでの歴史教科書では、近代は欧州から始まったことになっているが、最近の研究で

は近世（early	 modern）は中国の宋朝から始まっていたし、資本主義経済が生まれたのも中国の

宋時代（１０~１３世紀、イギリスで起こった産業革命は１８世紀）だった、ということになって

きているようだ。	

	

著者の与那覇氏は「歴史を見る目を根本から変えない限り、私たちの身のまわりで起こり、私た

ち日本人の生活に現に影響を与えている政治的、経済的なもろもろの出来事を正しく理解できない、

そういう時代に、今の世界は入ってしまっているのだ」とも言っている。	

	

ところで、日本には、いや世界的にも中国の台頭を快く思わず、あるいは脅威と受け止める偏っ

た中国観にとらわれている人たちが大勢いるが、こうした世界史的な観点から中国の台頭を受け止

めないと、大きな誤りを犯すことになる。	

	

なぜなら、中国の歴史的な台頭、「復活」は、現在及び将来の国際情勢に大きなインパクトを与

えるからだ。それは、１００年近く続いた「アメリカの時代」の終わりを意味するだけではなく、

２５０年も続いてきた「欧州中心の時代（ユーロ・セントリズム）」の終わりをも意味する世界史

的な出来事だからである。	

	

キッシンジャーはかつて「日本人は戦略的思考に弱い」と言ったことがあるが、政治家や学者も

含め、日本人はスケールの大きな歴史認識や時代認識が弱いというのが国際的定評のようだ。しか

し、これでは国の進路を誤りなく設定する国家戦略など描きようがないことになる。	

	

③	「ジャパン・アズ・ナンバーワン」から「衰退国日本」へ	
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次に世界における日本の問題に移るが、先程紹介したディベートで反対討論に立ったインドのザ

カリアは、中国が世界の覇者になれない理由として、次のように日本の例をあげていた。「（中国は

いずれ世界の覇者になるだろうとの意見があるが）それを言うならば、日本もしばらくの間はそん

なふうに見られたものです。日本はかつて世界で２番目の経済大国でした。世界は今に日本人のも

のになるとも言われました。どれだけ聞かされたことか。今に誰もがスシを食べるようになるとも

言われました。確かに今や誰もがスシを食べているので、それは当たっていますが、それ以外の予

測はすべて実現しませんでした」。	

	

「思いだしてください。日本は数十年間、世界で 2 番目の経済大国でした。ですが、あの国にはい

かなる壮大な主導的構想もついに見られませんでした。（一国の国力や）政治力にはそんな構想力

やその実行力が必要なのです」。	

	

なかなか鋭く日本の弱点を突いているが、中国もこの「日本の二の舞い」になるだろうというの

が彼の主張だ。彼は中国にも世界に対する｢壮大な主導的構想｣がないと言いたいようだ。確かにこ

の点は吟味を要するだろう。しかし、彼はインド人で、中国をライバルと考え、中国の台頭を快く

思っていない人のようなので、意見には偏りが出ているかもしれない。	

	

今から振り返ってみると、日本の国力のピーク、世界における日本の存在感のピークは「ジャパ

ン・アズ・ナンバーワン」ともてはやされた 80 年代の始めごろまでだったのではないか。当時、

日本はＧＤＰ世界第 2 位のほか、1 人当たりＧＤＰでも、製造業を中心とした産業競争力でも、世

界のトップクラスだった。まさに日本はグローバル・プレーヤーの 1 人で、「日本は太平洋戦争の

敗北を経済戦争で取り返そうとしている」と言われるほどだった。	

	

しかし、80 年代末から 90 年代初めのバブル崩壊とともに、日本の衰退が始まり、「失われた 10

年」が「失われた 20 年」になり、２０１０年にはＧＤＰ世界 2 位の地位を中国に明け渡し、一人

当たりＧＤＰでもトップクラスから２０～２３位まで転落し、数万社が中国を始め海外に進出する

など産業空洞化も進み、賃金水準は低下を続け、慢性的な雇用不安が続き、生活保護所帯は戦後最

高の２０７万に増えている。	

	

こうして日本は、かつて国際社会で占めていた「栄光の座」を失い、グローバル・プレーヤーの

地位をも失いつつあるのが冷厳な現実である。	

	

２．転回するアジア―１５０年ぶりの「日中逆転」	

	

次に、アジアにおける「日本と中国」の関係について見ておきたい。ここでも１５０年ぶりの逆
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転が起きている。まず、国交正常化した４０年前の日本と中国を比べてみよう。当時、日本は「東

洋の奇跡」と呼ばれた１９６０年代の高度成長の結果、６８年にはドイツを抜いてアメリカに次ぐ

世界第２の経済大国にのし上がったばかりで、国全体に躍動する勢いがあった。	

	

これに対して、中国は１９６７年に始まった「文化大革命」で社会が大混乱し、経済も極度に疲

弊していた。75 年の数字を見ると、ＧＤＰは１８００億ドル程度で日本の 4 分の 1 くらい、1 人当

たりにすると２３０ドル程度で、世界の主要国のなかでは最貧国の一つだった。	

	

私は、１９７５年に初めて中国を訪問した際、上海郊外の人民公社を見学したが、余りの貧しさ

に愕然とした記憶がある。建国以来２５年も経つのに、こんな状態では中国社会主義は失敗だった

のではないか、中国は崩壊するかもしれないと思ったほどだった。しかし後で分かったことだが、

この時、国の進路をめぐって改革派と保守派＝文革派が必死の闘いを展開している最中だったのだ。

中国経済の混乱のボトムの時期だったかもしれない。	

	

文化大革命で国を大混乱させた保守派との闘いで、鄧小平率いる改革派が勝利し、７９年から改

革・開放への大転換が始まり、政治、経済、社会の改革と再生が軌道に乗った。とくに経済は目覚

ましい躍進をとげ始めた。２０年後の２０００年には工業生産で世界第 1 位になり、「世界の工場」

と呼ばれるようになった。2001 年にはＷＴＯに加盟し、０４年には先進国サミットのオブザーバー

に招かれ、リーマン・ショックなど世界金融危機の０８年には世界経済の牽引役として期待を集め、

先進国サミット（Ｇ８）に代わって結成されたＧ２０の主力メンバーとなった。そして２０１０年

にはＧＤＰで５兆９３００億ドルに達し、日本のＧＤＰを４５００億ドル上回って世界第 2 位の経

済大国になった。ＩＭＦは今後５年でアメリカに追いつき追い越すと予測している。	

	

こうした人類史上空前の目覚ましい経済的躍進を背景に、世界経済に対する影響力が拡大し、世

界政治における存在感を大きく高めてきた中国に対し、世界はいまこの事態をどう受け止めるべき

かについてホットな議論が巻き起こっている。先に紹介したトロントの討論会もそのひとつだ。マ

ルクス風に言えば「中国という妖怪が世界を徘徊している」といった状況と言えるかも知れない。	

	

すでに見たように、４０年前、国交正常化当時の中国は本当に貧しかった。そこで、日本の援助

が欲しかった。日本の資金と技術が喉から手が出るほど欲しかった。当時の中国はまだ鎖国状態だ

ったので、日本が中国の命綱ともいえる時代だった。しかし当時の日本は、中国の希望に十分応え

ていたとは言えない。とくに、日中友好を願った周恩来首相(当時)の決断で、戦争被害に対する賠

償請求権を放棄した中国に対して十分な配慮がなされたとは思えない。確かに、その後３０年間で

３兆７０００億円のＯＤＡを提供したことは事実で、これが中国経済の発展に大いに貢献したが、

その多く（90％以上を占める 3.3 兆円）は借款だった（2007 年）。	
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私が中国の幹部から直接聞いた話では、中国は自動車産業の育成に日本の力を借りたかった。大

手メーカーを誘致したいと「三顧の礼」を尽くしたにもかかわらず、日本のメーカーは「中国でモ

ータリゼーションが起こるとは思えない」との判断で中国進出を断ったという。中国はやむなくア

メリカのＧＭやフォード、ドイツのベンツやフォルクスワーゲンなどに切り替えざるを得なかった

（私が上海の蒲東地区を見学していたとき、ＧＭの工場建設予定地に大勢のアメリカ人が集まって

いた。それを見ながらこの話を聞いた）。	

	

こうして、改革、開放が軌道に乗って１０％前後の高度成長が続く一方、日本が「失われた 20

年」と言われるように経済の停滞が長期化するにつれて、日本企業の中国進出がなだれを打つよう

に進行し、貿易面でもあっという間に中国がアメリカを抜いて日本の最大の貿易相手国に変わって

しまった。	

	

戦後長らく日本の輸出の３割はアメリカだったが、最近は１１～１３％ぐらいに縮小し、代わっ

てかつて３～５％ぐらいだった中国貿易が今や２０～２３％、香港、台湾を含む大中華圏でみると

３０％、ＡＳＥＡＮを含めると５０％を超えるようになり、日本の貿易構造は完全にアメリカ離れ

を起こし、中国経済が日本経済の命綱に変わってきている。一方、中国にとって日本は	 ｏｎｌｙ	

ｏｎｅ	 から	 ｏｎｅ	 ｏｆ	 ｔｈｅｍ	 に変わってしまった。日本は中国経済なしにはやってい

けなくなったが、中国は日本経済なしでもやっていけるようになってしまった。	

	

それほど、日中の経済的結びつきが深まり、日本が生きていくためにも日中関係が大切になって

いるのに、日本では依然として反中、嫌中感情が根強くくすぶっている。国際的にも奇異に感じら

れているほどの日本人の嫌中感情は、戦時中「暴支膺懲」を煽って、国民を戦争に動員した過ちへ

の反省も忘れて、マスコミが執拗にくり広げる「拝米嫌中」の世論誘導に大きく影響されていると

思われる（注）。	

	

(注)国際問題評論家の田中宇氏は、最近の解説「中国とアフリカ」のなかで次のように書いている。

「私は今回の記事を書くにあたって、昨今の日本人の中国嫌悪の感覚に合わせ、何とか中国をほめ

ないように書こうとしたが、その自分の姿勢に途中で気づき、やめることにした。中国を悪く書か

ねばならない今の日本の状況は「戦争中」と同質だ。第二次大戦中は言論抑圧が露骨だったが、今

はもっと巧妙で、人々はいつの間にか歪曲された国際価値観を植え付けられている。現状は戦時中

より深刻だ」（田中宇のニュース解説、２月６日号）	

	

中国で環境問題に取り組んできた定方正毅教授も述べていたように、「歴史に＜もし＞は禁句で

あるが、中国がもしわが国の一衣帯水の隣国でなかったら、日本はどのような国になっていたであ
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ろうか。恐らく文化レベルの低い農業国か、欧米の植民地になっていたのではないだろうか。わが

国の２０００年の歴史を振り返った時、仏教や漢字をはじめとした中国からの伝来文化が、日本の

文化の発展にとって計り知れない貢献をしたことは言うまでもない」(『中国で環境問題にとりく

む』岩波新書)。事実、江戸時代までの日本人にとって、中国は政治、経済、文化の先進国であり、

尊敬すべき、学ぶべき対象であった。	

	

こうした長い間の中国に対する日本人の心情―伝統的中国観を大きくひっくり返したのが、明治

維新だった。中国が１８４０年のアヘン戦争に敗北して以来、欧米列強の植民地になり、かつての

中華帝国の栄光を失っていたこともあり、中国の弱体化に乗じてアジアで勢力圏の拡大を狙った日

本が日清、日露の戦いの勝利し、勢いづいた軍国主義が日本を覆い尽くすにつれて、中国蔑視、ア

ジア蔑視の思想が徹底的に国民の頭に刷り込まれた。中国人をチャンコロ、朝鮮人をチョン、ロシ

ア人を露助、南方人を南洋の「土人」と蔑む風潮が広がった。福沢諭吉の「脱亜入欧」論が大きな

役割を果たした。	

	

（最近の研究では、「脱亞入欧」は福沢が唱えたものではないとの説が有力である。ただ、福沢が

書いたと思われてきた当時の新聞の論説には、次のようなことが書かれている。「日本の不幸は中

国、朝鮮の隣国であることだ。・・日本は大陸や半島との関係を絶ち、先進国と共に進まなければ

ならない。・・隣国だからと言って特別な感情を持つ必要はない。・・私は気持ちにおいて＜東アジ

ア＞の（野蛮な）隣国とは絶交するものである」（明治 18＜１８８５＞年 3 月 16 日、時事新報）。

福沢のものであるかどうかは別として、こうした考えや感情が、当時、大いに鼓吹されたことは事

実である）	

	

しかし、これがいま１５０年ぶりに逆転しつつある。『中国化する日本』の著者の与那覇氏は「２

０１０年に起きた日中のＧＤＰ逆転は、日本が中国に対して優位を誇った時代が終わるのではない

か、という不安と、なぜ「遅れている」はずの隣国に追い抜かれるのか、という不安と不満の空気

が日本に広がっている。事実において日本の中国への優位性は失われ、「豊かな日本」が終わりつ

つあるのだが、意識の面でこれを受け入れることはなかなか難しく、時間がかかるのではないか」

と言っている。まさに今、日本及び日本人は、中国との関係において１５０年ぶりに大きな民族的

試練に曝されていると言っていい。	

	

３．新しい日中関係、新しい世界秩序を求めて	

	

①	中国台頭への３つの反応	

	

この 40 年間、世界における「日本と中国」に生じた歴史的な変化を見てきたが、とくに中国の
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台頭に対してさまざまな反応が起きている。そのいくつかを見てみよう。	

	

第一は、中国の台頭をできるだけ過小評価し、究極的にはその挫折、崩壊を願望し、アメリカ中

心の世界秩序が続くことをめざすものである。そのため、アメリカによる中国包囲網や中国封じ込

めを支持しようとする考え方で、アメリカの軍産複合体＝タカ派の世界軍事戦略に沿う考え方であ

る。ただし、アメリカは深刻な財政危機で軍事費の削減に迫られているため、アジアで軍事力を増

強することができない。そこで中国包囲網に日、韓、豪、比などの同盟国の軍事力を活用しようと

している（オフショア・バランシング）。日本はじめこれら同盟国の軍隊はアメリカの軍事戦略に

組み込まれ、「将棋の駒」にされるのだが、これらの国にそれだけの自覚と覚悟があるのだろうか。	

	

第二は、中国の台頭を自然なもの、不可避なものとして受け入れ、中国を新しい世界秩序の中心

の一つに据え、米中で世界をリードする「Ｇ２時代」をめざそうとする考え方で、一昨年秋、北京

訪問の際オバマ大統領が示したのはこの考え方である。最近、オバマ大統領は「アジア太平洋最重

視宣言」を発し、中国封じ込めを強化する姿勢を見せているが、これは秋の大統領選挙に備えて保

守派を取り込むための戦術の要素がつよいと見られる。今のアメリカには中国と軍事対決する余力

はなく、「アジア重視宣言」はアジアの成長力を米国経済再生に取り込みたいというのが本音と思

われる。	

	

第三は、中国の台頭は、冷戦終結後２０年以上続いてきたアメリカ一極支配が終わり、２５０年

続いてきた「欧州中心の時代」の終焉を意味するものであり、今後はＢＲＩＣＳなどの新興国が世

界経済の主力を占める時代になると言う考え方である。したがって、アメリカ覇権崩壊後の世界は、

アメリカ、ＥＵ、ＢＲＩＣＳ、ＡＳＥＡＮ、ＡＵ（アフリカ連合）、アラブ連盟、ＣＥＬＡＣ（中

南米・カリブ海諸国共同体）などが協調し合う多極協調の新しい世界秩序の形成をめざすべきだと

言う考え方である。いうまでもなく、この第三の考え方が世界の新しい現実に最も適合しており、

中国はじめ新興国の多くはこの考え方に近いと思われる。	

	

②	新しい日中関係を求めて	

	

最後に、日本および日本人がとるべき立場、考え方だが、日本および日本人が新しい現実に立脚

した中国観を確立するまでには、ある程度の時間といくつかの試練を経なければならないだろう。

中国が日本を抜いてアメリカに次ぐ、あるいはアメリカを超える大国になるからといって、悲観し

たり、卑下したりすることはない。２０００年の日中交流の歴史のうち１８００年は、世界一の大

国としての中国と付き合ってきたのであり、歴史的にはそういう付き合い方に、日本民族は慣れて

いるはずである。	
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しかも、中国は 1 人当たりＧＤＰではまだ日本の１０分の１程度で、途上国の段階にある。中国

が1人当たりＧＤＰのレベルでも、経済や社会の成熟度のレベルでも、さらには政治体制の面でも、

文字通り先進国のレベルに達するには、まだ相当の年月を要するはずである。	

	

経済、社会、経営、技術（とくにハイテク）、文化、教育、環境などの各分野で、中国にはない

が日本にあるもの、日本にはないが中国にあるものが互いに多数存在する。「ライバルではなく、

パートナーとして相互に補完し合い、戦略的互恵関係を深化、発展させていくことが重要」（習近

平）である。	

	

日本は今経済的に衰退し、政治的閉塞状態にあり、国際的存在感を失いつつあるが、これは一種

の先進国病（目標喪失、規範喪失など）という側面もあり、どの先進国でもこの病に侵される可能

性がある。中国も遠い将来、高度成長が終わって低成長時代に入り、少子高齢化時代を迎えたとき、

今の日本と同じ病に侵される可能性がないとは言えない。日本が先進国の次の段階―超先進国への

生みの苦しみを乗り越えていくことができれば、多くの先進国に対して、遠い将来の中国に対して

も、参考となるモデルを提供することができるはずである。	

	

戦後のあの焼け野原から、何の資源もない日本を世界第２の経済大国に築き上げてきた日本人の

創造的能力をフルに動員し、農業社会から工業社会への転換、工業社会から脱工業社会、知識・情

報社会への転換に成功してきた日本人の知恵と力を結集すれば、アジアと世界の新しい時代を切り

拓くパイオニアに、日本をしていくことができるのではないだろうか。それ以外に日本の進むべき

道はない。	

	

（本稿は、２０１２年２月１日、神奈川県日本中国友好協会主催で開かれた「２０１２新年会―日

中国交正常化４０周年を迎えて」における記念講演の記録に補筆したものである）	

	

 


